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社説　辺野古再提訴／最高裁判決の重みはどこに

　最高裁で確定判決が出たのに、再び法廷闘争に入るのは残念である。
　米軍普天間飛行場の辺野古移設を巡って、沖縄県が国を相手取り、移設工事の差し止めを求める訴訟を那覇地裁に起こした。
　政府は、今年３月に県漁業調整規則に基づく県の岩礁破砕許可の期限が切れた後も、辺野古で埋め立て本体工事を継続している。
　県は、訴状の中で、水産資源の保護培養という公益を守る観点から、「許可を得ない岩礁破砕行為を事前に防止する」ことを差し止めの理由としている。
　県は判決までの間の工事中止を求める仮処分も申し立てた。認められた場合、日米両政府が目指す２０２２年度以降の普天間飛行場返還の遅れは避けられまい。
　判例から、県の提訴が門前払いになる可能性もある。実質審理になった場合の争点は、地元漁協が放棄した漁業権の解釈だ。
　県側は、「漁業権が放棄されても、県の岩礁破砕許可は必要だ」と主張する。一方、水産庁は漁業法上、許可を要するのは漁業権の「変更」時だけで、「放棄」時は許可が不要だとの見解を示す。
　この点について、地裁がどう判断するのかが問われよう。
　国と県は昨年３月、福岡高裁那覇支部での和解で「確定判決に従い、互いに協力して誠実に対応する」と確約している。１２月の最高裁判決は、翁長雄志知事による埋め立て承認の取り消しについて、「違法」と認定した。
　翁長氏は、「最高裁判決は、埋め立て承認に関する判決であり、（政府が）以後の手続きを自由にやってよいとはならない」と語った。だが、翁長氏の承認取り消しが最高裁で全面的に否定された事実を軽んじていないか。
　菅官房長官が記者会見で、県は和解の趣旨を踏まえ、最高裁の判断を尊重すべきだ、と反論したのはうなずける。
　辺野古移設は、普天間飛行場の事故の危険性や騒音の問題などを早期に解決できる唯一の現実的な方策だ。政府は重ねて、移設の意義を丁寧に説明すべきだ。
　基地周辺住民の負担軽減を着実に進めることも大切である。
　８月１日には、宜野湾市にある普天間飛行場東側の土地約４ヘクタールの返還式典が開かれる。市道として整備され、交通渋滞の改善につながることが期待される。
　県民は決して「辺野古反対一色」ではない。翁長氏は、自らと異なる意見についても謙虚に耳を傾けるべきではないか。
社説　県の辺野古提訴　国の手続き、徹底審理を
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　沖縄県はきのう、政府が進める米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設の工事差し止めを求める訴訟を那覇地裁に起こした。
　県側は、政府が県の「岩礁破砕許可」を得ずに工事を続けるのは違法だと主張している。
　政府はこれまでも、沖縄の声に耳を傾け、丁寧に手続きを踏むプロセスを著しく軽視してきた。
　県の提訴は、強権的な手法に対抗するためのやむを得ない手段だろう。翁長雄志知事は「沖縄県民の思いを置き去りにしたまま、新基地建設に突き進む国の姿勢が改めて問われる」と述べた。
　手続きの適正さや行政の公正性が確保されているのかどうか、司法の徹底審理が求められる。
　県は岩礁破砕許可の期限が３月末で切れるため、国に新たな許可が必要だとして申請を求めた。だが、国は許可を得ないまま４月に護岸工事着手を強行した。
　地元の名護漁協が漁業権を放棄したことにより破砕許可は不要というのが、政府が示した見解だ。
　だが政府は過去の答弁書などで、都道府県が与えた漁業権は漁協が放棄しただけでは消滅しないとの解釈も示していた。
　県は矛盾を指摘し、「漁業権消滅に必要な知事の変更免許がなく、許可は必要だ」と言う。
　行政の適正な手続きを定めた法律の解釈が、時の政権の方針に沿うように都合よく変えられたとしたら、看過できない。
　辺野古移設を巡り国と県の間では、知事の埋め立て承認取り消しの是非が争われた訴訟で昨年１２月に県側の敗訴が確定した。
　だが高裁で県側の証人申請が全て却下され、最高裁も弁論を開かなかった。県の訴えを十分に聴いたとは言えず、判決は政府の主張を追認したとの印象を免れない。
　同じことが繰り返されれば、三権分立の在り方が問われよう。
　日本のシンクタンク「新外交イニシアティブ」（ＮＤ）は、新基地の建設なしに普天間を返還しても米海兵隊の運用によって抑止力は維持されるので、辺野古移設は不要との代替案をまとめた。
　ＮＤは今月、ワシントンでシンポジウムも開催している。
　政府は「辺野古が唯一の解決策」との姿勢を改め、こうした提言も参考に移設なしの返還を米政府と徹底的に追求すべきだ。沖縄の負担軽減にはそれしかない。
　県は併せて、判決が出るまで工事を中断させる仮処分も申し立てた。政府は直ちに中断し、沖縄との対話を進めるべきである。
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社説　辺野古差し止め提訴／「泥沼化」は避けなければ

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画を巡り、国と沖縄県が司法の場で再び対決することになった。
　沖縄県は２４日、県の岩礁破砕許可を更新せずに政府が埋め立て工事を進めているとして、工事の差し止めを求める訴訟を那覇地裁に起こした。判決まで工事を中断させる仮処分も併せて申し立てた。
　このまま埋め立て工事が進んで行けば、物理的に二度と後戻りできない状況に陥ってしまう。「移設は到底容認できない。不退転の決意で取り組んでいく」。「沖縄の心」を体現する翁長雄志知事の強い意志の表れに違いない。
　翁長知事は、埋め立て承認取り消しを巡って国が起こした訴訟の最高裁判決（昨年１２月）で敗訴しており、国は辺野古移設の問題は決着済みという立場だ。
　ただ、今回の提訴は工事の手続きの違法性を問題視しており、別の訴訟である。
　移設工事を巡っては漁業権が設定された海域で海底の地形を変える場合、県規則で知事の岩礁破砕許可が必要だ。
　３月末で許可期限が切れたにもかかわらず、更新せずに工事を続けているのは違法、というのが県側の主張だ。一方、国は地元の漁協が漁業権を放棄したことから「許可は不要」と反論している。
　県は漁業法の趣旨やこれまでの政府見解などを踏まえて、「漁業権消滅に必要な知事の変更免許が出ておらず、許可は必要」と指摘。国は最高裁判例を盾に審理の対象にならないとして、訴えの却下を求めていくという。
　これまで安倍晋三首相は「普天間の危険性除去のために、移転先は辺野古以外はない」と、辺野古オンリーの姿勢を一貫して崩していない。マティス米国防長官も「辺野古唯一」の見解を示している。
　沖縄県民にとって、一切聞く耳を持たない姿勢は「門前払い」のように映るのではないか。日米安保は大切といいながら、沖縄だけに米軍基地の７割を押し付けるゆがんだ構図が一向に変わらないことに、いら立ちや焦りを高ぶらせているのは明らかだ。
　歴代の自民党政権の中には小渕恵三、橋本龍太郎の元首相や野中広務、梶山静六の元官房長官ら沖縄に心を寄せた政治家が少なからずいた。
　沖縄戦で本土の「捨て石」となり、戦後は米国に統治された苦難の歴史を理解しようと努め、自らの政治姿勢に投影させていた。
　本土復帰から４５年。安倍政権はどれだけその思いを継承し、酌んでいるのだろうか。「甘えるな」という突き放した姿勢だけが伝わってくる。
　国は翁長知事への損害賠償請求も視野に入れているというが、屈しないだろう。本土への恨みが募るだけではないか。いま一度立ち止まって、沖縄の叫びに耳を傾ける必要がある。「泥沼化」は何としても避けなければならない。
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社説　辺野古差し止め提訴／対話でしか解決できぬ

　沖縄県宜野湾市の米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設を巡り、県と国が再び法廷で争う事態になった。
　翁長雄志（おながたけし）知事は、国が着手した移設工事の差し止めを求めて提訴、裁判が決着するまで工事を中断する仮処分も併せて申し立てた。
　国は工事を着実に進め、一日も早く移設完了を目指す方針に変わりなく、全面的に争うとみられる。訴訟合戦がこのまま続いていくのが心配だ。
　辺野古移設に関しては、前知事による現場海域の埋め立て承認を巡って、国と県はこれまで４件の訴訟で争ってきた。うち３件は和解したが、承認を取り消した翁長知事の処分について国が訴え、昨年１２月に最高裁で県側敗訴の判決が確定した。
　国はこれを受け、今年４月に埋め立ての第１段階となる護岸工事を始めた。移設に関する法的な問題は決着済みとの立場だが、待ったをかけたい県が今回の提訴で問題視したのは工事の手続きにおける違法性である。
　漁業権のある海域で海底の岩石などを破砕しながら埋め立て工事をする場合、県の規則で知事の岩礁破砕許可が必要になっている。辺野古の工事では、前知事が出した許可が３月末で期限切れになっていた。にもかかわらず、国が知事の許可を得ずに工事を進めるのは違法だというのが県側の主張だ。
　国は地元漁協が漁業権などを放棄したことなどから、許可は必要ないとの立場だ。
　これに対し、県は「漁業権消滅に必要な知事の許可が出ておらず、漁業権は存在したままだ」と反論。放棄された漁業権の解釈が争点になるが、国は、自治体が条例や規則に従わせるために訴訟を起こせないとする最高裁での判例を盾に、訴えの却下を求めていく構えである。
　県からすれば、もし訴えが認められれば、岩礁破砕を許可せず、工事を阻止する狙いがあろう。だが、裁判には不適当と訴えが退けられれば、埋め立て工事にお墨付きが与えられるリスクもある。県側が窮地に追い込まれるのは避けられまい。
　それでも県が再び法廷闘争を選択したのは、安倍政権が沖縄の声に耳を傾けようとせず、「辺野古が唯一の解決策」と強引に移設を進めているからだ。
　翁長知事は提訴後の会見で、「県民の思いを置き去りにしたまま、新基地建設に突き進む国の姿勢があらためて問われる」と述べた。裁判を通じ、安倍政権の拙速で強権的な工事の進め方を世に問う考えだろう。
　国は、翁長知事への損害賠償請求も視野に入れて圧力を強める構えだというが、そうした対応こそが対立を深める要因になっていると認識すべきである。
　第三者による総務省の国地方係争処理委員会は昨年６月、「普天間飛行場の返還という共通目標の実現に向け、真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く努力をすることが解決への最善の道だ」と国と県に提言した。ただ、国は県との協議に応じるそぶりも見せないまま、着工に踏み切った。
　もう一度、対話でしか解決できないという原点に立ち返るべきだ。法廷で手続きの法律論を突き詰めても、対立が際立つだけではないか。国は工事を中止し、県と向き合い、真摯に話し合うことを求めたい。

社説　辺野古再提訴　負担軽減の訴えは切実だ
新潟日報2017.7.30
　基地負担軽減を目指すという一方で、新基地建設を着々と進める。国の姿勢に沖縄県が異を唱えるのは当然だろう。
　沖縄県は、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設工事差し止めを求め提訴した。
　政府が県規則に定められた翁長（おなが）雄志（たけし）知事の許可を得ずに「岩礁破砕」を行うのは違法と主張した。判決まで工事を中断させる仮処分も併せて申し立てた。
　国は全面的に争う方針で、辺野古移設に向けた工事を進めていくと強調した。
　翁長氏は２０１５年、辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した。この処分に関して国と沖縄県が訴訟で争い、県が昨年敗訴している。双方の対立は再び法廷に持ち込まれることになった。
　今回の訴訟は県が不利との見方が強いが、翁長氏は敗訴しても、埋め立て承認の撤回などあらゆる手段に訴える構えだ。
　国は翁長氏が次の手を繰り出すことも計算に入れて、対抗策を準備している。
　今回の訴訟でどんな判決が出たとしても、双方の対立が解消しないのは明白だ。むしろ激化することが予想される。
　沖縄県では来年２月には名護市長選、１２月には県知事選が行われる。いずれも辺野古移設が最大の争点になることが予想されるからである。
　解決の糸口を探るには、話し合いしかない。国は埋め立て工事をいったん中断し、県と向き合うよう改めて求めたい。
　安倍晋三首相は先日、６月に亡くなった大田昌秀・元県知事の県民葬に参列し、「大田氏が心を砕いた基地負担軽減に引き続き全力を尽くしていく」と強調した。
　大田氏は、１９９６年に日米両政府が普天間返還に合意した時の知事だ。大田氏は普天間の危険性は訴えたが、県内移設には反対を貫いている。
　安倍首相は、大田氏が基地のない沖縄を追求したことを忘れないでもらいたい。
　また、安倍首相は同席した翁長氏とは一言も言葉を交わさなかったという。
　自らと異なる意見には耳を貸さず、強引に政策を進めようとする姿勢が内閣支持率急落の背景にあることも指摘しておきたい。
　沖縄は今年、本土復帰４５年を迎えた。日本の国土の０・６％にすぎないのに、今なお在日米軍専用施設の７０％が集中している。
　米軍は今年に入って、日本政府が訓練見合わせを要請した基地で危険なパラシュート降下訓練を相次いで行った。
　夜間や早朝の飛行訓練による騒音被害は常態化している。裁判を起こしても、米軍機の飛行差し止めを退ける判決が続いている。
　沖縄県民は復帰によって基地負担が大幅に軽減するよう願ったが、かなわなかった。
　辺野古に新たに基地が建設されれば、沖縄の苦しみはさらに続くことになる。
　子や孫が平和に暮らせる沖縄を築きたいとの訴えは切実だ。国はしっかり耳を傾けるべきである。
富山新聞／2017/7/26 4:05

社説　再び辺野古提訴／法廷闘争の泥沼化は残念

　米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設に反対する沖縄県が、政府の進める埋め立て工事差し止めを求める訴訟を那覇地裁に起こした。安全保障政策をめぐって対立する国と沖縄県が、再び法廷闘争に入ったことは残念である。
　辺野古沿岸部の埋め立て工事では、最高裁が昨年１２月、前知事の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の判断を「違法」と結論づけ、沖縄県側の敗訴が確定した。埋め立て承認をめぐる訴訟に関して、国と沖縄県は昨年３月、訴訟合戦の泥沼化を回避するため、訴訟の判決確定後はその趣旨に従って互いに協力し、誠実に対応するという福岡高裁那覇支部の和解条項を受け入れた。
　昨年の最高裁判決は、数ある知事権限の一つについての判断に過ぎないというのが沖縄県側の認識で、その立場から新たな提訴に踏み切ったということであろう。しかし、確定した判決の趣旨に従って誠実に対応することを確約した和解条項をないがしろにする対応と言わざるを得ない。
　最高裁判決を受けて、政府は４月に辺野古沖の埋め立て工事を本格化させた。これに対して沖縄県は、岩礁破砕許可が３月末に期限切れとなっているのに更新手続きを取っていないのは県の漁業調整規則に反するとして、訴訟に踏み切った。漁業権のある海域で岩礁を破壊する工事を行う場合、知事の許可を必要とするが、政府は、地元漁協が当該海域の漁業権を放棄しており、岩礁破砕許可の更新手続きは不要と主張している。
　漁業法は「漁業権を分割、または変更」するとき、都道府県知事に申請して免許を受けなければならないと規定しており、漁業権の一部放棄が、知事の免許を必要とする「漁業権の変更」に当たるかどうかも、訴訟の焦点となる。政府と沖縄県の話し合いによる打開が望めない現状では、司法の判断を待つほかない。
　在日米軍の飛行場移設をめぐって国と沖縄県が対立する状況は、米軍の抑止力を柱とする日本の安全保障政策の「弱み」と国際社会にみられる恐れもある。
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社説　再び辺野古提訴／法廷闘争の泥沼化は残念

　米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設に反対する沖縄県が、政府の進める埋め立て工事差し止めを求める訴訟を那覇地裁に起こした。安全保障政策をめぐって対立する国と沖縄県が、再び法廷闘争に入ったことは残念である。
　辺野古沿岸部の埋め立て工事では、最高裁が昨年１２月、前知事の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の判断を「違法」と結論づけ、沖縄県側の敗訴が確定した。埋め立て承認をめぐる訴訟に関して、国と沖縄県は昨年３月、訴訟合戦の泥沼化を回避するため、訴訟の判決確定後はその趣旨に従って互いに協力し、誠実に対応するという福岡高裁那覇支部の和解条項を受け入れた。
　昨年の最高裁判決は、数ある知事権限の一つについての判断に過ぎないというのが沖縄県側の認識で、その立場から新たな提訴に踏み切ったということであろう。しかし、確定した判決の趣旨に従って誠実に対応することを確約した和解条項をないがしろにする対応と言わざるを得ない。
　最高裁判決を受けて、政府は４月に辺野古沖の埋め立て工事を本格化させた。これに対して沖縄県は、岩礁破砕許可が３月末に期限切れとなっているのに更新手続きを取っていないのは県の漁業調整規則に反するとして、訴訟に踏み切った。漁業権のある海域で岩礁を破壊する工事を行う場合、知事の許可を必要とするが、政府は、地元漁協が当該海域の漁業権を放棄しており、岩礁破砕許可の更新手続きは不要と主張している。
　漁業法は「漁業権を分割、または変更」するとき、都道府県知事に申請して免許を受けなければならないと規定しており、漁業権の一部放棄が、知事の免許を必要とする「漁業権の変更」に当たるかどうかも、訴訟の焦点となる。政府と沖縄県の話し合いによる打開が望めない現状では、司法の判断を待つほかない。
　在日米軍の飛行場移設をめぐって国と沖縄県が対立する状況は、米軍の抑止力を柱とする日本の安全保障政策の「弱み」と国際社会にみられる恐れもある。

福井新聞／2017/7/27 8:05

論説　辺野古再提訴／沖縄の苦悩いつまで続く

　沖縄県が米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設工事差し止めを求め、那覇地裁に提訴、判決まで工事を中断させる仮処分も申し立てた。県と政府は再び法廷闘争に入るが、過去の最高裁判例から県の勝算は困難な状況だ。
　だが、沖縄は過度の基地負担や事故・事件リスクにさらされ、政府の「辺野古移設が唯一の解決策」という姿勢に説得力はない。これ以上沖縄に差別的な犠牲を強いるべきではない。
　政府は４月下旬から護岸工事に着手した。県側は漁業調整規則に基づき、知事の許可を得ずに「岩礁破砕」を行うのは違法だと主張している。政府は地元漁協が漁業権を放棄したことを理由に、３月末で期限が切れた岩礁破砕許可を更新しなかったのだ。
　県は「漁業権消滅に必要な知事の変更許可が出ておらず、許可は必要」との言い分だ。破砕はまだ未実施だが「今後行われるのは確実」と訴えている。
　移設問題では、前知事による現場海域の埋め立て承認を取り消した翁長雄志（おながたけし）知事の処分について、政府と県が訴訟で争った。その結果、昨年１２月、最高裁で県側敗訴の判決が確定した。政府は許可も不要として全面的に争う構えだ。
　昨年３月に交わした和解条項には「判決に従い、互いに協力して誠実に対応する」との文言が盛り込まれている。政府は法治国家として翁長氏が「約束」を破ったことの不誠実さを印象づけたいのだろう。ただ、最高裁判決は埋め立て承認を巡る行政処分の是非を判断したにすぎない。
　県側は「差し止め訴訟と和解条項とは無関係」とし「法治国家として、無許可の行為を放置できない」と主張する。どちらが「法治国家」としての筋が通っているかである。
　現場水域の漁業権放棄は政府が地元漁協に対して水面下で働き掛け、同意を取り付けたものだ。こうした巧みに国家権力を操る国の非情な手段は地域の分断を生むことになりかねない。「沖縄に寄り添う」と繰り返す安倍晋三首相の言葉がむなしく響く。
　問題の本質は司法の場における手続き論ではない。解決への道は、小さな島の悲惨な歴史の上になおも苦難を強いる国の基地固定化政策を抜本的に見直すことである。日米双方の軍事専門家も沖縄の地理的優位性に疑問を呈している。
　安倍政権は執行停止や損害賠償請求といった対抗策を準備する。対等な関係にあるはずの自治体と聞く耳を持たない国家の泥仕合は不幸な構図ではないか。
　米軍基地負担の軽減に取り組み、６月１２日に亡くなった大田昌秀元知事の県民葬が２６日、普天間飛行場のある宜野湾市で営まれた。出席した安倍首相は「大田氏が心を砕かれていた基地負担の軽減に引き続き全力を尽くす」と述べた。
　「日本の安全保障は沖縄だけでなく、国民が等しく負担すべき」―こう主張し県内移設反対を貫いた平和の大田イズムを首相はどれだけ理解しているだろう。

京都新聞／2017/7/26 10:05

社説　辺野古提訴／自治理解し審理尽くせ

　沖縄県が名護市辺野古の米軍基地建設差し止めを求め、那覇地裁に提訴した。米軍普天間飛行場の移設問題が再び法廷で争われる。
　県は、政府が県知事の許可を得ず「岩礁破砕」を行おうとしているのは違法と主張している。
　争点は事務手続きの要不要だが、国が自治体の意思に反して基地建設を進めることの是非が問われている。条例や規則に従わせるための自治体による訴訟を否定した判例があるが、今回は自治の根幹に関わる問題だ。裁判所は審理を尽くしてほしい。
　辺野古への基地移設を巡っては、翁長雄志知事が２０１５年１０月に仲井真弘多前知事による現場海域の埋め立て承認を撤回した。沖縄県と政府は訴訟で争い、昨年１２月に県敗訴が確定した。
　政府は今年４月から本体工事に着手したが、３月末に期限が切れる岩礁破砕許可を県に申請しなかった。岩礁破砕許可は県漁業調整規則に定められている。漁業権が設定された水域で海底の岩石などを壊す作業に必要な手続きだ。
　政府は、地元の辺野古漁協がほとんどの漁業権を放棄したため「漁業権が消滅した」とする。漁協は国の働きかけで漁業権放棄を決議していた。
　一方、沖縄県は「漁業権は一部放棄による縮小で消滅ではない。許可申請は必要」と反論する。
　仲井真前知事の埋め立て承認書には、本体工事前に事前協議を行う規定がある。県は協議を求めたが

国は一方的に打ち切った。
　問答無用である。国は安全保障を理由に工事を進めるが、地方自治の理念を理解すべきだ。話し合いのテーブルに着いてほしい。
　米軍機オスプレイの佐賀空港への配備計画は、国は地元配慮を理由に配備を延期した。沖縄に対する強硬ぶりとは大きな違いである。沖縄から「差別」との声が上がるのも無理はない。
　菅義偉官房長官は折に触れ「法治国家」と胸を張る。だが、漁協に漁業権を放棄させるような手法は反発を招くだけではないか。
　工事は今後、設計変更が度々必要になるとみられる。国はその度に県や名護市へ届けなければならないが、こんな対立を続ければいずれ作業は行き詰まる。
　沖縄県内の選挙では翁長知事派の落選が続く一方で、地元紙の世論調査（５月）では、６割超が知事を支持している。
　地元が反対する事業に巨額の税金が投じられている。京滋でも、わがこととして関心を持ちたい。

神戸新聞／2017/7/29 8:05

社説　再び辺野古提訴／なぜ国は対話しないのか

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡り、沖縄県が国の埋め立て工事の差し止めを求めて提訴した。判決まで工事を中断させる仮処分も申し立てた。
　県は、埋め立てに必要な海底の岩礁破砕について、県の規則に定められた翁長雄志（おながたけし）知事の許可を得ることなく今年４月、国が工事を強行したことを違法と主張する。
　これに対し国は、知事の許可は漁業権が存在することが前提で、埋め立て海域では地元漁協が漁業権を放棄したため必要ない、との立場だ。
　両者の隔たりは大きく、このままではどのような司法判断が示されようと、解決へ向かうとは思えない。法廷では法律に基づいた主張に力点が置かれ、泥沼に入り込んだような争いが続く展開になりがちだ。
　「対決」より「対話」で事態を打開しなければならない。
　県と国は、翁長知事の埋め立て承認取り消しを巡って争い、昨年末、最高裁で県の敗訴が確定している。また、判決に先立って「確定判決に従い、互いに協力して誠実に対応する」と確約している。
　国は「沖縄県は約束を守るべきだ」と主張する。では、誠実な対応は、敗訴した県だけに求められるものなのか。そうではないだろう。
　県が求めた埋め立て着工前の協議に、国は応じなかった。構わず工事を進めて既成事実を積み重ねる姿勢は、多くの県民の反発を招いている。
　先日、基地問題に取り組んだ大田昌秀・元知事の沖縄県民葬が営まれ、安倍晋三首相も参列した。首相は沖縄慰霊の日の式典にも出席している。いずれも翁長知事に弔意を伝え、じっくり言葉を交わす好機だったが、機会を設けることはなかった。
　「沖縄県民の思いに寄り添う」「沖縄の基地負担軽減に全力を尽くす」と首相は言う。その言葉を行動に移すのなら、県側と腹を割って話し合うことが何より求められる。
　県民に「無力感」を味わわせる形で工事を急いでも、将来に新たな禍根を残すだけだ。
　「沖縄は日本なのか」と大田元知事は訴えた。国からの答えは今も沖縄に届いていない。

愛媛新聞／2017/7/30 8:05

社説　辺野古差し止め再提訴／政府へのやむにやまれぬ抵抗

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設計画を巡り、沖縄県と政府がまた法廷で争うことになった。 移設には県民の多くが反対している。現場周辺で抗議活動が繰り広げられる中、政府は４月から工事を強引に進めている。既成事実化しようとする基地建設への対抗策として、翁長雄志知事は工事差し止めを求めて那覇地裁に提訴した。自治体と政府が対話なく法廷闘争を繰り返す異常な事態を深く憂慮する。
　今回、県が問題視したのは工事の手続きにおける違法性だ。漁業権が存在する海域の岩礁破砕には知事の許可が必要との規則があり、前知事が出した許可の期限は３月末に切れたと主張する。過去には、自治体は条例や規則に従わせるために訴訟を起こせないとの最高裁の判例がある。にもかかわらず提訴に踏み切ったのは、政府が「辺野古が唯一の解決策」と民意に耳を傾けないからだ。やむにやまれぬ抵抗であり、県をここまで追い詰めたことを政府は猛省せねばならない。
　政府は、地元の漁協が既に漁業権を放棄しているとして「許可は不要」と反論。埋め立て承認を巡り、昨年１２月に最高裁で県側敗訴の判決が確定し、法的問題は決着済みだとして全面的に争う構えをみせる。さらに翁長氏への損害賠償請求もちらつかせ、圧力を強めている。これでは泥沼化するばかりだ。
　県と政府の対立は根深い。先月亡くなった大田昌秀元知事の県民葬に参列した安倍晋三首相は「沖縄の基地負担軽減に全力を尽くす」と追悼の辞を読み上げた。席に戻ろうとする首相に向け「基地を造ったら沖縄が戦場になる」と訴える女性の声が会場に響いた。負担軽減すると言い続けながら、在日米軍専用施設の７割を小さな沖縄に押し付ける構図が一向に変わらないことに、いら立ち、反発するのは当然といえよう。
　大田氏はかつて「日本の安全保障は沖縄だけでなく、国民が等しく負担すべきだ。そうでなければ差別である」と語った。沖縄は先の大戦で、本土の「捨て石」とされ、終戦後も朝鮮戦争やベトナム戦争など米国の戦争と隣り合わせにあった。米兵らによる事件、事故は後を絶たない。苦難の歴史を顧みれば、沖縄の声は無視できるはずはなく、これ以上の差別的な犠牲を強いることは到底許されない。
　基地問題は、司法の場で手続きの法律論を詰めるだけでは改善しないだろう。昨年６月、総務省の国地方係争処理委員会は「普天間飛行場返還という共通目標の実現に向け、真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く努力をすることが解決への最善の道だ」と提言した。政府のかたくなな姿勢こそが解決の道を閉ざしている。政府は「辺野古ありき」ではなく、沖縄全体の負担軽減の実現の道を探る必要がある。そのための安保政策の抜本的な練り直しを米国と本気で交渉するべきだ。

高知新聞／2017/7/27 10:05

社説　辺野古再提訴／いったん工事を止めよ

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設工事を巡り、県と政府が再び法廷闘争に入ることになった。
　政府が県知事の許可を得ずに「岩礁破砕」を行うのは違法だとして、県が工事の差し止めを那覇地裁に提訴した。判決が出るまで工事を中断させる仮処分も申し立てた。
　双方は、２０１５年に翁長知事が海の埋め立て承認を取り消したことに関し最高裁まで争い、昨年１２月に県側の敗訴が確定したばかりだ。これを受け、政府は今春から護岸工事に入っている。
　自治体と政府の法廷闘争が幾度も繰り返されるのはあまりに異常だ。政府は勝訴に自信を見せるが、司法が認めても民意に反する工事であることに変わりはない。
　政府に改めて求める。いったん工事を止め、真摯（しんし）に沖縄の主張に向き合い、協議を尽くすべきだ。
　県は今回、漁業権が設定された海域で海底の岩石などを壊すには漁業調整規則に基づく許可が必要で、政府は無許可だと主張している。
　現状では破砕行為は行われておらず、県は「今後行われるのは確実で違法」としているが、最高裁の判例では、自治体が条例や規則に従わせるために訴訟を起こすことはできないとしたケースがある。
　政府側はこれを根拠に却下を求める構えだ。門前払いになる可能性も否定できない。許可の必要性についても、政府は地元漁協が漁業権を放棄しており、不要との立場だ。
　県の担当者は「難しい」訴訟だと認めている。知事の周辺からは「勝ちは意識していない」との声さえ聞かれる。勝算が乏しくても打って出る。それほど沖縄の民意は追い詰められている。
　埋め立て承認を巡る訴訟では、協議入りでいったん和解し、決裂しても「判決に従い、互いに協力して誠実に対応する」ことで合意した。
　これを盾に政府は翁長氏を「約束破りで不誠実」と強調するが、県側が望む十分な協議をしなかったのは政府の方だ。
　壮絶な戦火、戦後の民有地の強制収用、基地の集中、米軍機の騒音や墜落、米兵による相次ぐ凶悪犯罪…。沖縄県民の心情にもっと思いを巡らせる必要がある。
　普天間飛行場が返還されても、辺野古に基地ができれば、基地の県内固定化につながる。県民が移設に反対するのも当然だ。
　にもかかわらず、政府は「辺野古ありき」で移設を進め、露骨なアメとムチによって民意を揺さぶり、分断を誘っている。
　沖縄の地元紙の琉球新報が５月に行った県民世論調査によると、本土に復帰して「良かった」と答えた人は７５・５％で、１０年で６・８ポイント下落した。普天間飛行場の県外・国外移設、即時撤去を求めた人は計７４・１％に上る。
　私たちもこの数字を重く受け止めたい。決して「沖縄の問題」にしてはならない。

佐賀新聞／2017/7/26 12:05

論説　辺野古再提訴

　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設工事を巡り、沖縄県は工事の差し止めを求めて提訴、判決まで工事を中断させる仮処分も併せて申し立てた。政府と県の対立は再び法廷闘争に入る。
　辺野古移設に関しては、前知事が行った現場海域の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の処分について政府と県が訴訟で争った結果、昨年１２月、最高裁で県側敗訴の判決が確定している。
　県側は今回、最高裁判決後の動きとして、政府が知事の許可を得ずに漁業権が設定された海域で海底の岩石などを壊す「岩礁破砕」を行うのは違法だと主張し、新たな訴訟に踏み切った。
　これに対して政府は、県の訴えは不適法で、許可も不要だとして全面的に争う構えだ。菅義偉官房長官は確定判決に従い「誠実に対応する」とした昨年３月の和解条項を挙げ「県の提訴は残念だ」と述べた。だが最高裁判決は埋め立て承認を巡る行政処分の是非を判断したにすぎない。
　この問題は司法の場でいくら手続きの法律論を詰めても事態は解決しないだろう。総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」は２０１６年６月、政府と県の双方に解決に向けた協議を促した。しかし十分な話し合いのないまま政府側が訴訟に持ち込んだ経緯がある。
　係争委は「普天間飛行場の返還という共通の目標の実現に向け、真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く努力をすることが解決への最善の道だ」と指摘した。理解できる提言だ。その原点に戻り、政府は誠意を持って県と協議するよう求めたい。
　その際には、沖縄の基地問題の歴史にあらためて思いを巡らせるとともに、安全保障環境の変化や安全保障関連法による日米連携の深化を踏まえ、在日米軍全体の在り方を抜本的に再考し、辺野古基地建設の必要性を議論すべきだ。
　政府と県は１５年にも約１カ月間、工事を中断して集中協議を行った経緯がある。しかし翁長知事が戦後、土地が強制収用されて米軍基地が造られた歴史から訴えたのに対し、安倍晋三首相は１９９６年の日米の普天間返還合意が原点だと主張し、かみ合わなかった。
　沖縄は第２次大戦末期に悲惨な地上戦を経験し、その後に強制的に米軍基地が造られた。さらに新たな基地を造るという計画に多くの県民が反対するのは当然ではないか。
　北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の海洋進出で緊張が指摘される安全保障環境への対応も冷静に考えたい。北朝鮮は弾道ミサイル発射訓練の目標を在日米軍基地だと明言し、米本土が射程に入る大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）開発にも成功したと主張する。今後、米軍の在外配置の見直しが課題に浮上しよう。
　一方、日中両政府は最近、関係改善へ動きだしている。こうした情勢の中で辺野古に大規模な基地を造り、固定化する必要があるのか。在日米軍の在り方の見直しに関して、政府は米政府へも議論を働き掛けるべきだ。
　安倍政権は翁長知事への損害賠償請求もちらつかせて圧力をかける。来年１月に予定される名護市長選と来年秋の県知事選で移設反対の現職を破ることにも力を入れている。しかし地方選挙への過剰な介入は対立を深めるだけだろう。地元の声に謙虚に耳を傾ける姿勢を政府に求めたい。（共同通信・川上高志）

宮崎日日／2017/7/28 8:05

社説　辺野古提訴

◆誠意を持って県と協議せよ◆
　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設工事を巡り、沖縄県は工事の差し止めを求めて提訴、判決まで工事を中断させる仮処分も併せて申し立てた。政府と県の対立は再び法廷闘争に入る。
　辺野古移設に関しては、前知事が行った現場海域の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の処分について政府と県が訴訟で争った結果、昨年１２月、最高裁で県側敗訴の判決が確定している。
係争委の提言に戻れ
　県側は今回、最高裁判決後の動きとして、政府が知事の許可を得ずに漁業権が設定された海域で海底の岩石などを壊す「岩礁破砕」を行うのは違法だと主張し、新たな訴訟に踏み切った。
　これに対して政府は、県の訴えは不適法で、許可も不要だとして全面的に争う構えだ。菅義偉官房長官は確定判決に従い「誠実に対応する」とした昨年３月の和解条項を挙げ「県の提訴は残念だ」と述べた。だが最高裁判決は埋め立て承認を巡る行政処分の是非を判断したにすぎない。
　司法の場でいくら手続きの法律論を詰めても事態は解決しないだろう。総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」は２０１６年６月、政府と県の双方に解決に向けた協議を促した。しかし十分な話し合いのないまま政府側が訴訟に持ち込んだ経緯がある。
　係争委は「普天間飛行場の返還という共通の目標の実現に向け、真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導く努力をすることが解決への最善の道だ」と指摘した。理解できる提言だ。その原点に戻り、政府は誠意を持って県と協議するよう求めたい。
　その際には、沖縄の基地問題の歴史に改めて思いを巡らせるとともに、安全保障環境の変化や安全保障関連法による日米連携の深化を踏まえ、在日米軍全体の在り方を抜本的に再考し、辺野古基地建設の必要性を議論すべきだ。
安全保障環境の変化
　沖縄は第２次大戦末期に悲惨な地上戦を経験し、その後に強制的に米軍基地が造られた。さらに新たな基地を造るという計画に多くの県民が反対するのは当然だ。
　北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の海洋進出で緊張が指摘される安全保障環境への対応も冷静に考えたい。今後、米軍の在外配置の見直しが課題に浮上しよう。
　一方、日中両政府は最近、関係改善へ動きだしている。こうした情勢の中、辺野古に大規模な基地を造り、固定化する必要があるのか。在日米軍の在り方に関して、政府は米政府と議論するべきだ。
　安倍政権は翁長知事への損害賠償請求もちらつかせて圧力をかける。来年１月に予定される名護市長選と来年秋の県知事選で移設反対の現職を破ることにも力を入れている。しかし地方選挙への過剰な介入は対立を深めるだけだ。地元の声に謙虚に耳を傾ける姿勢を政府に求めたい。

南日本新聞／2017/7/26 8:05

社説　辺野古再提訴／政府は聞く耳持たねば

　沖縄と政府の対立が再び、法廷闘争に発展した。
　沖縄県が米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設工事差し止めを求め、那覇地裁に提訴した。
　移設を巡っては現場海域の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の処分に関し昨年末の最高裁判決で、県側敗訴が確定している。
　これを受け、政府は４月から埋め立ての工程に入り、着々と護岸工事が進んでいる。
　県が提訴に踏み切ったのは、既成事実化する新基地建設への対抗策だ。翁長氏は工事阻止に向け、あらゆる知事権限を使うと言明している。
　今回の訴訟で沖縄県が主張するのは政府による県漁業調整規則違反である。知事の許可を得ずに、漁業権が設定された水域で海底の岩石などを壊す「岩礁破砕」を行うのは違法としている。
　これに対して、政府は全面的に争う構えだ。地元漁協が漁業権を放棄したことを理由に知事の許可は不要になったとし、工事自体も適法と反論している。
　自治体は条例や規則に従わせるために訴訟を起こせないとする判例がある。沖縄にとって勝算は厳しいとの見方があり、やむにやまれぬ異議申し立てといえる。
　これまでも沖縄と政府は訴訟合戦を繰り広げてきた。基地問題は司法の場で手続きの法律論を詰めても、解決しないことは明白だ。
　ただ、政府は沖縄の言い分に聞く耳持たずというかたくなな姿勢を崩していない。
　埋め立て承認取り消しを巡る訴訟で昨年３月にいったん和解が成立した際、条項に「確定判決に従い、互いに協力して誠実に対応する」との文言が盛り込まれた。
　菅義偉官房長官は「和解条項に従って、お互いが誠実に対応していくことが法治国家として極めて重要だ」と語っている。
　確かに最高裁判決を尊重することは大切だ。だが、最高裁は埋め立て承認を巡る行政処分の是非を判断したにすぎない。
　むしろ目を向けるべきなのは２０１６年６月の総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」の指摘だ。「国と県が真摯（しんし）に協議し、納得できる結果を導くことが解決への最善の道だ」と促している。
　当時は十分な話し合いがないまま政府側が訴訟に持ち込んだ。今こそ、その原点に帰り、政府は誠意を持って協議のテーブルに着くことが求められる。
　沖縄との溝をどう埋めるか。安全保障環境の変化や在日米軍のあり方を抜本的に再考し、辺野古基地の必要性を議論することが必要だ。

琉球新報／2017/7/25 6:05

社説　「辺野古」国を提訴／公正な司法判断求める 

　名護市辺野古の新基地建設工事で、岩礁破砕許可を得ないまま作業を進める国に対し、県は２４日、那覇地裁に工事差し止め訴訟を提起した。
　翁長雄志知事は「あらゆる手段を使い、辺野古新基地建設を阻止する」と言明してきた。提訴は当然である。司法には公正な判断を求める。判決が出るまでの工事差し止めの仮処分も速やかに認めるべきである。 
　今回、県が申し立てた訴訟は直接的に工事の差し止めを求めるものではない。名護市漁業協同組合による漁業権の一部放棄後、漁業権の存在を確認するものだ。 
　県は工事海域には漁業権が存在し、県による岩礁破砕許可が必要との立場を取る。県漁業調整規則は漁業権の設定されている漁場内で岩礁を破砕する際には知事の許可を受けるよう求めている。 
　仲井真弘多前知事が国に出した岩礁破砕許可の期限は３月末で切れている。それにもかかわらず、国は工事を強行した。岩礁破砕を伴う違法行為が差し迫る中、裁判で国が漁業権の存在する海域で許可なしに岩礁破砕してはならないことを確認する。 
　漁業権を変更する際は都道府県知事の免許を受けなければならないとする１９８５年の政府答弁も根拠とする。 
　一方、国の立場は、岩礁破砕許可の前提となる漁業権が消滅したため、再申請の必要はないというものだ。漁業法第３１条などを根拠に、漁業権の変更免許を受けなくても漁業権は消滅すると主張する。 
　７１年の衆議院農林水産委員会での水産庁長官の「漁業協同組合の特別決議をもって漁業権の一部の消滅が可能である」という答弁も根拠に挙げる。８８年の仙台高裁判決も論拠としているが、正反対の判決も出ており、判例は確定したとは言い難い。 
　漁業権放棄と岩礁破砕許可を巡る法的対立がある以上、国は少なくとも県が求める事前協議に応じるべきだった。 
　知事が主張するように、国はなりふり構わず埋め立て工事の着手という既成事実を積み重ねようとしている。しかし、豊かな生物多様性を誇り、かけがえのない財産である辺野古・大浦湾の海を埋め立て、県民の手が届かない国有地に「耐用年数２００年」ともいわれる新基地を建設することは到底容認できない。 
　辺野古新基地建設を巡っては、２０１５年１０月の翁長知事による埋め立て承認取り消しを受けて国が代執行訴訟を提起。その後和解が成立したが、改めて国が知事を相手に不作為の違法確認訴訟を起こし、昨年１２月に最高裁で県敗訴の判決が確定した。 
　最高裁判決は、日米安保条約、不平等な日米地位協定に基づく沖縄への基地集中をただす姿勢が見られず国策に追従するものだった。 
　今回の訴訟を通じて、沖縄の民意に反する工事を強行する国の不当性に、司法はしっかり向き合うべきだ。

沖縄タイムス／2017/7/25 8:05

社説　辺野古差し止め訴訟／工事中断し協議進めよ

　名護市辺野古の新基地建設を巡って、県は２４日、岩礁破砕を伴う工事の差し止めを求め、那覇地裁に提訴した。
　裁判が決着するまで、工事を一時的に中断する仮処分も、合わせて申し立てた。
　辺野古を巡る県と国の対立が裁判に持ち込まれるのはこれが５回目である。
　今回の裁判は、埋め立て承認取り消し処分を巡って争われた過去の辺野古訴訟とは、その性格が異なる。
　漁業権が設定された海域で埋め立て工事を実施する場合、県の岩礁破砕許可を得る必要があるが、国は許可期限が切れた後も、許可を得ずに工事を続けている。
　「このまま工事が進めば無許可のまま岩礁が破壊されるのは確実で、県漁業調整規則に反する」というのが県の主張だ。これに対し政府は、地元の名護漁協が埋め立て海域の漁業権を放棄したため、岩礁破砕許可は必要ない、と指摘する。
　裁判の争点ははっきりしているが、本来問われるべき点は別のところにある。他府県では起こり得ないことがなぜ、沖縄で繰り返されるのか。
　憲法と地方自治法が施行されて今年でちょうど７０年になる。憲法と地方自治法がまっとうに運用され、政治が機能していれば、このような県と国の法廷闘争が繰り返されることはない。
　他府県とあまりにも異なる基地負担の押しつけは、公正・公平であるべき行政を大きく逸脱しており、正当化できない。政府は埋め立て工事を中断し、打開に向け県との話し合いを再開すべきだ。
　司法は最終的な解決の場ではない。県が好んで国と対立しているわけでもない。
　県が再び、司法の場に問題を持ち込んだのは、国が、県や地元名護市の主張に一切耳を貸さず、強引に工事を進めているからである。
　日米両政府は、合同委員会という「密室」で、臨時制限水域の設定に合意し、それを根拠に県の立ち入り調査を拒否してきた。
　環境影響評価（アセスメント）でも情報公開、住民参加の原則は生かされず、肝心のオスプレイ配備が、ある時期まで伏せられた。
　水産庁は漁業権に関する過去の見解を変え、岩礁破砕の許可は不要という沖縄防衛局の判断にお墨付きを与えた。
　翁長雄志知事が提訴後の記者会見で語った「不条理を感じている」という言葉は、重い。その言葉に真剣に向き合うことなしに問題を解決することはできない。
　沖縄では復帰後も、安保・地位協定が優先され、憲法と地方自治法に基づく権利が制約を受けてきた。
　復帰の際、政府は未契約米軍用地を強制使用するため、沖縄だけに適用される公用地暫定使用法を制定した。だが、憲法でうたわれた住民投票は実施されなかった。米軍用地特措法が改正されたのは、県知事の権限を封じ、未契約米軍用地を継続使用するためだった。
　そして今また、新基地建設のための強権の乱発である。この異常な事態こそが裁かれるべきだ。

琉球新報／2017/7/30 6:05

社説　全国知事会／沖縄の現状理解広げたい

　２００８～１５年の８年間に在日米軍人・軍属とその家族による犯罪摘発件数が沖縄県だけで全国の総数の４７・４％を占めていることが分かった。全国知事会に設置されている米軍基地負担に関する研究会のまとめで判明した。
　全国４７都道府県のうち、１県だけで全体の半数近くの米軍関係犯罪が摘発されている実態は、沖縄への過重な基地集中を意味する。 
　基地に起因する事故、騒音や環境汚染などの基地公害に加え、治安悪化という大きな負担も県民が背負わされている。基地の過重負担を解消しなければ、こうした状況は今後も続くことになる。たまったものではない。 
　研究会は１６年７月に設置された。翁長雄志沖縄県知事の「沖縄の基地問題をわがこととして真剣に考えてもらうようお願いしたい」との要望を受けてのものだ。これまで３回の研究会を開催し、沖縄の基地負担の現状や日米同盟などについて問題意識の共有を重ねている。 
　２８日に岩手県で開催された全国知事会議ではこのほか、在沖米軍基地の現状や跡地利用の経済効果などの報告があり、研究会座長の上田清司埼玉県知事が「基地関連収入の比重は大幅に低下しており『沖縄は基地の経済でもっている。基地とは離れられない』という話は誤解だと共通認識を持てるのではないか」と指摘した。全国知事会のこうした沖縄への理解を深め、誤解を解く取り組みを高く評価したい。 
　全国知事会だけでなく、沖縄の基地問題に取り組む全国的な動きが出ている。全国都道府県議会議長会が２５日の総会で、米軍普天間飛行場の「５年以内の運用停止」の確実な実現要求を盛り込んだ議案を採択した。沖縄側からの提案に呼応したものだ。 
　「５年以内の運用停止」は１３年、当時の仲井真弘多県知事が要請し、安倍晋三首相が「最大限実現するよう努力したい」と受け入れた約束だ。しかし首相は翁長知事が名護市辺野古への新基地建設に反対していることを理由に実現困難との姿勢に転じた。 
　４７都道府県の議会議長のうち４２人が政権与党の自民党所属だ。全国議長会で「５年以内」が都道府県議会の総意として採択された意義は大きい。 
　一方で、まだ認識を全国で共有できていない動きもみられた。今年２月の全国町村議会議長会で、沖縄側から基地関係協議会の設置を求める動議が出されたが、賛成８、反対３７で否決された。議長会の国への要望活動に影響することを懸念したためだ。極めて残念だ。 
　全国知事会の研究会は１０月後半以降に、日米地位協定を主題に会議を開く予定だ。翁長知事が求めた「沖縄の基地問題をわがこととして真剣に考えてもらう」取り組みが知事会にとどまらず、今後も各界に広がるよう期待したい。

琉球新報／2017/7/28 6:05

社説　那覇空港滑走路閉鎖／軍民共用は発展を阻害

　自衛隊機のトラブルで、那覇空港の滑走路がまた閉鎖された。軍民共用は沖縄観光のイメージを傷付け、経済発展を阻害する。那覇空港の民間専用化を強く求める。
　那覇空港を離陸した航空自衛隊那覇基地所属のＦ１５戦闘機の前脚部分の着陸灯ガラスが破損し、回収するために滑走路が４７分間閉鎖された。民間機計２６便に最大５２分の遅延が発生したほか、４便が欠航し、５便が目的地を変更するなどの影響が出た。 
　米軍嘉手納基地に着陸した民間機は窓を閉め、空調が切られた暑さの中で３時間以上足止めされた乗客もいた。那覇空港で運航再開を長時間待たされた観光客からは「疲れも出てきた。早く帰りたい」との声も聞かれた。これでは、沖縄観光の思い出も台無しである。 
　国土交通省大阪航空局がまとめた２０１６年度の那覇空港の旅客数は、前年度比８・０％増の２００３万６３１８人で、初めて２千万人を突破した。 
　観光客の増加に伴い、那覇空港利用者は今後も増えるだろう。離島住民にとって那覇便は生活路線でもある。たとえ短時間でも滑走路が閉鎖されれば、運航スケジュールが過密なだけに観光客や県民に多大な影響を及ぼす。 
　後を絶たない自衛隊機のトラブルがそれを証明する。今年１月にはＦ１５の前輪が離陸前の「完全停止時」に脱輪し、滑走路が１時間５０分閉鎖された。強い重量負荷がかかる離着陸時であれば、重大事故となる可能性すらあった。 
　このトラブルで民間機欠航などで１万人近い利用客が影響を受けた。久米島町産の車エビ約１トンが出荷できず、約２２０万円の損失も出た。 
　１６年７月にはＦ１５が滑走路のくぼみにはまり、滑走路が約４０分間閉鎖された。離発着便５６便で最大２時間４６分も遅延が生じた。 
　１５年６月には、離陸滑走中に前方上空を空自ヘリコプターに横切られた民間機が離陸を中止し、その後、旅客機同士が衝突しそうになった。１９８５年５月には、空自機に接触された民間機のエンジン下部がもぎ取られる重大事故が発生した。あわや大惨事の事態もあったのである。 
　２０年運用開始を予定する那覇空港第２滑走路が完成した後も、航空機が発着できる能力（滑走路処理容量）は現状の１・１７倍にしか増えない。自衛隊機の使用が増加傾向にあることも一因である。 
　那覇空港は民間機だけでも過密な状況にある。だが防衛省は１６年１月末、空自部隊を再編し、那覇基地のＦ１５をそれまでの２０機を４０機体制にした。Ｆ１５が倍増したことで、トラブル発生のリスクは高まっている。 
　軍民共用であり続ける限り、重大事故発生の危険性は排除できない。利用者の安全を第一に考え、那覇空港を民間専用にすべきだ。これ以上の危険性放置は許されない。

沖縄タイムス／2017/7/27 8:05

社説　県民葬と基地問題／「深い溝」埋める努力を

　安倍晋三首相が遺影に向かって追悼の辞を読み上げ、席に戻ろうとした時、会場から訴えるような女性の声が響いた。
　「基地を造ったら沖縄が戦場になる」
　大田さんが生前、いつも気にしていたことだった。
　６月１２日に亡くなった大田昌秀元県知事の県民葬が２６日、宜野湾市の沖縄コンベンションセンターで営まれた。
　県民葬には政府を代表し安倍首相と鶴保庸介沖縄担当相も参列した。県や県議会などでつくる実行委員会が、屋良朝苗初代県知事や西銘順治元知事の県民葬に倣って案内状を出したという。
　実行委員長を務める翁長雄志知事は式辞で、大田さんが貫いた「平和を愛する共生の心」を受け継ぐと誓った。
　先月の「慰霊の日」の平和宣言では、辺野古新基地に反対する姿勢を明確に示したが、今回は故人を追悼する式ということであえて辺野古には触れなかったのだろう。
　一方、安倍首相は沖縄戦体験に根ざした大田さんの功績を評価しつつ、「沖縄の基地負担軽減に全力を尽くす」と追悼の辞を読み上げた。
　冒頭の女性の訴えがあったのはその時だ。
　沖縄戦を体験した大田さんと、戦後生まれの安倍首相は平和観も安全保障観も全く異なる。
　翁長知事は先日、辺野古新基地建設を巡って岩礁破砕を伴う工事の差し止め訴訟を起こしたばかりである。
　県民葬を通して浮かび上がったのは県と政府の溝の深さだった。
　大田さんが生前発した忘れられない言葉がある。
　拒否し続けた代理署名を当時の村山富市首相が代行すると表明した後の会見で語気を強めて訴えた。
　「安保は大事と言いながら、どの知事さんも自分たちのところに基地を持ってきては困ると言う。沖縄も困ると言っているのに。沖縄は日本ですか」
　「日本にとって沖縄は何なのか」という問いは沖縄にとって切実だ。「沖縄の基地負担軽減に全力を尽くす」という首相の約束にもかかわらず、基地の重荷は増す一方だからだ。
　数日前にも宜野座村城原の集落近くで、米軍のオスプレイがつり下げ訓練をしているのが確認された。
　嘉手納基地では外来機の飛来によって騒音苦情が相次ぎ、三市長連絡協議会が緊急調査を始めたばかりだ。
　内閣支持率の急落を受け、「反省」を口にするなど低姿勢に転じた安倍首相だが、こと沖縄の基地問題に関しては言葉と行動が一致しない。
　首相は慰霊の日と同じく、この日も翁長知事と話し合う機会をつくることなく沖縄を後にした。
　国地方係争処理委員会は昨年６月、「双方が納得できる結果を導き出す努力をすること」を求めたが、安倍政権には話し合いによって県との溝を埋めていこうとする努力が決定的に欠けている。
　官邸のかたくなな態度が問題解決の道をふさいでいることに気付くべきだ。

社説　オスプレイ訓練　なし崩しは認められぬ
北海道新聞07/24 08:55 
　陸上自衛隊と米海兵隊が、８月に道内で予定している日米共同訓練で、米海兵隊の新型輸送機ＭＶ２２オスプレイを最大３カ所の演習場で使用する訓練を検討していることが分かった。
　候補地は北海道大演習場（恵庭市など）と矢臼別演習場（根室管内別海町など）、上富良野演習場（上川管内上富良野町など）だ。
　北海道大演習場を中心に、オスプレイが道内を広域的に飛行する可能性がある。
　オスプレイは昨年１２月、米海兵隊の１機が沖縄県名護市の海岸付近で大破する事故を起こした。
　米側は事故原因を十分に説明しておらず、安全性に対する疑念はいまだに払拭（ふっしょく）されていない。
　こうした不安を無視するかのように、オスプレイの日本国内での運用をなし崩しで拡大するような訓練を行うことは認められない。中止すべきだ。
　訓練には、沖縄の普天間飛行場に配備されているオスプレイ６機程度が参加する見通しだ。
　米軍や航空自衛隊の基地がある青森県三沢市を拠点に、道内を飛行するとみられている。
　広大な演習場がある道内は、道外より訓練環境が整っており、複数の演習場を使った広域訓練が可能と判断したのだろう。
　だが、オスプレイは昨年末の大破事故後も、沖縄県や鹿児島県で緊急着陸のトラブルを起こし、事故の懸念は消えない。
　北海道大演習場は周囲に住宅地が広がり、演習場外の飛行ルートで事故が起きれば、大惨事になる恐れもある。
　陸自の演習場がある千歳市や恵庭市など道内５市町が連名で、安全確保や訓練の積極的な情報提供を求める要望書を北海道防衛局に提出したのは当然だ。
　オスプレイが参加する日米共同訓練は２０１３年１０月に滋賀県で行われたのを皮切りに、全国で実施されている。
　日米両政府は、共同訓練へのオスプレイ参加を沖縄の負担を減らすための訓練移転と説明する。
　だが、本当に負担軽減につながっているのだろうか。それを名目に、オスプレイの活動範囲を広げ、道内での広域訓練も、一気に運用拡大を図るのが狙いではないか。疑問は尽きない。
　オスプレイは訓練場所だけでなく基地も、住民被害の恐れがない国外に移すべきだ。
　国民の不安をよそに、危険な機体が日本の上空を飛び交うようなことがあってはならない。
西日本新聞／2017/7/23 12:00

社説　オスプレイ配備／丁寧に地元説明を尽くせ

　陸上自衛隊が導入する新型輸送機オスプレイの佐賀空港（佐賀市）配備について、佐賀県の山口祥義知事が県として受け入れる立場を明確にした。定例会見で「全力でやりたい」「国防政策には基本的に協力する」などと述べた。
　佐賀県議会は、県に対して計画の受け入れを求める決議を行っている。決議を受けて、山口知事は漁業者側の理解が得られるよう努力する考えを示していた。
　今後は配備予定地の地権者で計画に反対する県有明海漁協の説得に当たり、知事自身が乗り出すこともあり得るという。
　ただ、当初予定の２０１９年度配備に施設整備が間に合わない可能性も高く、計画はずれ込む見通しとなっている。結論を急がず、周辺住民の声に耳を傾けて慎重に対応すべきだ。
　計画では有明海に面した空港西側の約３３ヘクタールに駐屯地を整備し、オスプレイ１７機を順次配備する。長崎県佐世保市に来年新設する離島奪還部隊の輸送などに活用する。
　周辺住民からは、沖縄県名護市で昨年１２月に起きた米軍オスプレイ事故の再発や有明海への汚水流出などを懸念する声がある。
　佐賀県は計画に対する論点整理素案を５月３０日に公表し、オスプレイの安全性や騒音、民間空港としての使用や発展には「問題ない」とする見解を示していた。
　１９９０年に佐賀県と同県有明海漁協が結んだ協定では、空港の自衛隊共用が禁じられている。県が配備を認める場合は漁協の了解を得る必要がある。
　漁協はノリ養殖や漁業への影響に加え、国営諫早湾干拓事業（長崎県）など国の公共事業に強い不信感を抱いている。
　県の素案には１カ月で約１７０件の意見が寄せられ、反対が８割を占めた。県内の経済４団体は地域経済活性化の観点から県と佐賀市に受け入れを要望しているが、配備計画への地元理解は進んでいないのが実情ではないか。
　佐賀県や防衛省は、丁寧に地元への説明を尽くすことを優先させるべきだ。
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